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新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用した事業の実施状況及びその効果（令和４年度計画分）

No
地方単独

／国庫補助
事業名 事業概要

事業費（決算額）
（単位：円）

臨時交付金充当額
（単位：円）

事業実施期間 実施状況及びその効果 担当課

1 地方単独 感染症対策妊婦応援臨時給付金
　新型コロナウイルス感染症等の影響が長期化する中で、感染症への不安を抱える妊婦が安心して妊娠期を過ご
し、出産、子育てに臨めるように給付金を支給する。

28,534,000 27,332,000 
令和４年６月

～ 令和５年３月
　感染症への不安を抱える妊婦が安心して妊娠期を過ごし、出産･子育てに臨めた。
　　・交付決定件数　285件

健康推進課

2 地方単独 公園遊具等整備事業
　新型コロナウイルス感染症等の影響により、遊具が充実している公園や規模が大きい公園の利用が増えている。
コロナ禍における近場での子どもの遊び場や多世代の健康増進等の場を確保するとともに、比較的３密になりにく
い公園の利用者の分散化と利用拡充を推進するため、公園遊具等を整備する。

26,829,000 25,828,000 
令和４年６月

～ 令和５年３月
　向麻山公園など市内7ヵ所の遊具等の修繕を実施し、公園の利用者の分散化と利用拡充を推進することが
できた。

商工観光課

3 地方単独 おえクーポン券事業
　コロナ禍において、物価高騰等の影響を受けた市民及び事業者を支援し、市内の地域経済の活性化を図るため、
市民全員を対象に市内登録店舗で使用できるクーポン券（１人あたり 5,000円）を配付する。

205,166,949 193,669,000 
令和４年１０月
～ 令和５年３月

　物価高騰等により影響を受け、落ち込んでいる市内の地域経済の活性化と消費喚起を図ることができ、
市内事業者支援を実施できた。
　　・換金総額　188,139,500円　　・総換金率　96.39％

商工観光課

4 地方単独 学校遊具整備事業
　長期間にわたるコロナ禍による行事・イベント等の中止など屋外での活動が難しい状況が続いている。コロナ禍
により減少した子どもたちの屋外での運動時間の確保や遊びの機会を創出するため、市立小学校遊具の整備等を実
施する。

5,538,500 5,538,000 
令和４年１１月
～ 令和５年３月

　市立小学校の遊具を新設又は修繕することで、安全かつ快適に遊具を使用することが可能となり、子ど
もたちの運動時間や遊びの機会を創出することができた。
　　・新設　４校　　・修繕　２校

教育総務課

5 地方単独 学校給食据置事業
　コロナ禍における物価高騰により、現状の給食費で栄養バランスがとれた食事を提供することが困難な状況と
なっている。コロナ禍における原油価格・物価高騰による原材料費の高騰分（教職員を除く）を、新型コロナウイ
ルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用し、児童・生徒に栄養バランスのとれた給食を安定的に提供する。

5,930,185 4,000,000 
令和４年１０月
～ 令和５年３月

　市立小学校１１校、市立中学校４校の児童・生徒に栄養バランスのとれた給食を安定的に提供すること
ができ、保護者への給食費増額負担を据え置くことができた。

学校給食センター

6 地方単独 学童・保育施設物価高騰対策事業
　コロナ禍における原油価格・物価高騰に直面する子育て支援施設事業者に対し、光熱水費を負担軽減するため、
支援を実施する。

3,794,599 3,794,000 
令和４年１０月
～ 令和５年３月

　保育所、認定こども園、放課後児童クラブ等の子ども・子育て支援施設の運営を補助することができ
た。
　　・保育所・認定こども園等　５園　　・放課後児童クラブ等　17団体

子育て支援課

7 地方単独 つづける農業応援事業
　新型コロナウイルス感染症による需要の減少や、農業資材等の価格高騰により影響を受けた営農活動を支援する
ため、継続して営農に取り組む農業者に対し応援金を給付する。

29,649,519 29,649,000 
令和４年１０月
～ 令和５年１月

　農家の農作物生産活動の維持・継続に寄与することができた。
　　・個人　27,650,000円（553件）　　・法人　1,900,000円（19件）

農林業振興課

8 地方単独 コンビニ交付利用者負担軽減事業

　マイナンバーカードを利用して各種証明書を発行することができるコンビニ交付サービスによる各種証明書発行
手数料を、市役所窓口の場合と比べ減額することにより、市民生活の中で必要となる各種証明書の発行に要する負
担軽減を図り、物価高騰に直面する市民生活を支援するとともに、コンビニ交付サービスの活用促進による新型コ
ロナウイルス感染症感染拡大防止と市役所窓口での混雑緩和につなげる。
　　・市役所窓口交付　450円　　・コンビニ交付　200円（現行の350円から200円に引き下げる）

388,080 140,000 
令和４年１１月
～ 令和５年３月

　コンビニ交付サービスの利用者が増えたことにより、各種証明書の発行に要する負担軽減及び市役所窓
口での混雑緩和が図られ、感染拡大防止に寄与することができた。
　　・コンビニ交付サービス利用状況（令和４年１２月から令和５年３月の割合）
　　　　戸籍謄抄本　19.70%　　住民票・戸籍附票　22.46%　　印鑑証明書　33.33%
　　　　※ 各種証明書とも10%程度増加

市民課

9 地方単独 運送事業者等支援事業
　コロナ禍において、物価高騰等の影響を受けた運輸事業者（貨物自動車運送事業、旅客自動車運送業、自動車運
転代行業等）に支援金を交付し、事業継続に向けて支援する。

11,121,967 11,121,000 
令和４年１１月
～ 令和５年３月

　物価高騰等により、事業経営に大きな影響を受けている運輸事業者の事業継続を支援することができ
た。
　　・交付事業者数　56業者

商工観光課

10 地方単独 上水道基本料金等支援事業
　新型コロナウイルス感染症等の影響が長期化している中で、原油価格や物価が高騰している状況を踏まえ、市内
全世帯と事業者（官公署を除く）の上水道料金のうち、基本料金とメーター使用料を３ヵ月減免し、生活者等を支
援する。

52,808,880 52,730,000 
令和４年１１月
～ 令和５年３月

　令和４年１２月分から令和５年２月分において減免を実施し、市内全世帯と事業者（官公署を除く）の
経済的負担軽減に寄与することができた。
　　・令和４年１２月分　17,503,100円（15,774戸）
　　・令和５年　１月分　17,509,910円（15,780戸）
　　・令和５年　２月分　17,498,870円（15,770戸）

水道課

2,449,078 2,449,000 
令和４年１１月
～ 令和５年３月

　電気料金等の高騰の影響を受ける市内の障害福祉サービス施設等を対象として、事業継続への負担軽減
を図り、障害福祉サービス等の安定的、継続的なサービスの提供を支援することができた。
　　・交付事業者　13法人　　・対象事業所　17事業所

社会福祉課

8,502,604 8,502,000 
令和４年１１月
～ 令和５年３月

　電気料金等の高騰の影響を受ける市内の高齢者福祉サービス施設等を対象として、事業継続への負担軽
減を図り、高齢者福祉サービス等の安定的・継続的なサービスの提供を支援することができた。
　　・交付事業者　39法人　　・対象事業所　115事業所

長寿いきがい課

12 国庫補助
子ども・子育て支援交付金（放課後児童クラブ等におけるＩＣＴ化推進事業を除
く）

　新型コロナウイルス感染症対策として、子ども・子育て支援交付金を活用し、施設職員が新型コロナウイルス感
染症対策の徹底を図りながら、事業を継続的に実施していくために要する消耗品等の購入、私立等の事業実施施設
については補助金又は委託料を支払いする。

11,003,337 3,667,000 
令和４年４月

～ 令和５年３月

　消耗品や備品を購入、設置することで、子どもたちの衛生面での安全確保と、保育士等の負担軽減につ
なげることができた。私立についても、補助金を交付することで子どもたちの衛生面での安全確保と、保
育士等の負担軽減につなげることができた。
　　・保育所・認定こども園等　公立４園、私立５園

子育て支援課

13 国庫補助
保育対策総合支援事業費補助金（保育環境改善事業のうち新型コロナウイルス感染
症対策支援事業に限る）

　認定こども園等における新型コロナウイルス感染症対策を徹底しつつ、事業を継続的に提供していくため、保育
対策総合支援事業費補助金を活用し、消耗品及び感染防止用の備品を購入、私立認定こども園については補助金を
交付する。

5,300,000 2,650,000 
令和４年４月

～ 令和５年３月

　消耗品や備品を購入、設置することで、子どもたちの衛生面での安全確保と、保育士等の負担軽減につ
なげることができた。私立についても、補助金を交付することで子どもたちの衛生面での安全確保と、保
育士等の負担軽減につなげることができた。
　　・保育所・認定こども園等　公立４園、私立５園　　・児童館　３館

子育て支援課

397,016,698 371,069,000 

11 地方単独 電気料金等高騰対策事業
　新型コロナウイルス感染症等の影響が長期化している中で、電気料金等の高騰の影響を受ける市内障害福祉サー
ビス事業者及び高齢者福祉サービス事業者を支援し、事業継続への負担を軽減することを目的として、補助金を交
付する。


